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グローバリゼイションと中国
――移行期の観察――
毛 里 和 子?
1. は じ め に
本稿では，改革開放（Opening-up Policy）20
余年がたつ中国がグローバリゼイションをどう認
識し，それにどのように対応しているかについて，
１．グローバリゼイションをめぐる中国学界の動
向，２．グローバリゼイションに対応する新たな
対外戦略，３．グローバリゼイションの影響を経
済に次いで強く受けつつある法律分野でのインパ
クトとそれへの対応，の３つから概観してみたい。
まず，筆者のグローバリゼイションについての
基本的認識を示しておきたい。グローバリゼイシ
ョンとは何かについて多様な理解と言説があるが，
筆者は，グローバリゼイションを，市場のグロー
バル化を基礎にした経済，政治，文化などあらゆ
る領域におけるグローバルな一体化の状況とプロ
セスと理解している。具体的に進むグローバリゼ
イションは，経済領域では市場化，政治領域では
民主化と反テロリズム，文化領域では情報の電子
化にともなう英語化である。もちろん，そこから
当然のことながら生ずる摩擦，抵抗，それからの
逸脱の動きもグローバリゼイション概念に含まれ
よう。グローバリゼイション，つまり，もの，か
ね，人，情報の地球的規模での一体化は，それを
主導するもの，主導されるものという構造を当然
のことながらもつことも指摘しておかなければな
らない。
1980年代から世界市場に飛び込んだ中国は，
いまや経済大国としてアジアだけでなく世界の命
運に直接的なインパクトをもつアクターである。
米国の国際政治学者Samuel S. Kimは，中国が
世界の現有システムに対して，反システム・アプ
ローチ（50年代），システム変革・アプローチ
（60年代），選択的システム変革アプローチ（70
年代），システム維持・活用アプローチ（80年
代）をとってきた，と指摘しているが，それを借
りれば，90年代以降は，慎重な「システム作リ
アプローチ」に移りつつあると言えよう⑴。
一見するところ，その主導者である米国を除け
ば，グローバリゼイションの波にもっとも積極的
に乗ろうとしているのは中国である。中国は，と
くに経済のグローバリゼイションをチャンスと挑
戦だと認識し，WTO加盟に積極的に取り組み，
またアジアのFTAにもっとも意欲的である。
1998年春江沢民主席は，経済のグローバリゼイ
ションは避けて通れない，グローバリゼイション
に対する取り組みを本格化するよう指示したし，
16回党大会（2002年11月）は，資金・技術・労
働力などの導入から進出へと対外開放のレベルア
ップ戦略を打ち出した。対外開放は20年をへて
第２段階に入ったのである。
だが，グローバリゼイションはなによりもポス
ト冷戦期の世界資本主義化であり，また経済だけ
でなく，政治，文化の領域で国境を曖昧にする新
しい動きである。社会主義中国がイデオロギーの
壁，民族主義中国が主権国家の壁をどう乗り越え
ようとしているのか，またグローバリゼイション
がもたらすであろう，イデオロギーや制度など国
内条件との摩擦をどのように克服しようとしてい
るのか。本稿は以上の問題関心にそって議論を展
開する。
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2. 中国の学界はグローバリゼイションを
どう受け止めているか？
一般に改革開放以来の中国は西側の新理論にき
わめて敏感であるが，グローバリゼイションにつ
いてはいっそうその傾向が強い。1980年代末に
西側でグローバリゼイションの議論が巻き起こる
と，その波はすぐに中国学界に押し寄せ，90年
代後半からは，社会科学・人文科学のすべての分
野でグローバリゼイション（全球化）をめぐる議
論が熱心に繰り広げられている。また，日本と違
って，学界が国家の戦略決定に直接間接に関わっ
ている事情が議論を「政治化」させている。
もっともリベラルといわれた李慎之 （当時社
会科学院副院長，2003年死去）が，1994年にグ
ローバリゼイション研究を本格的に進めるよう学
界に呼びかけた。その後議論をリードしてきたの
が中共中央編訳局当代研究所である。兪可平所長
は90年代末に「全球化論叢」（シリーズ・グロー
バリゼイション） 全７冊を編集し，西側のさま
ざまな議論を紹介した。以下，兪可平の整理にそ
って，中国におけるグローバリゼイションをめぐ
る議論を３つの論点に分けてみてみよう⑵。
⑴ 論点① グローバリゼイションをどう定義
するか。
兪可平によれば，３つの見方に分かれている。
第１は，地域，国家を超えて人類生活の一体化が
進む過程と考える。第２が，グローバリゼイショ
ンは資本主義化，もしくは資本主義の新たな発展
段階そのものだ，と考える。第３が，西方化，米
国化以外のなにものでもない，と考える。筆者の
観察では，中国も他国と同様さまざまな考え方が
あるが，基本的には第１の見方に収斂してきてい
るようである。
ちなみに，兪可平自身は，国家間で金融と生産
の一体化が進み，それを基礎に経済，政治，文化
の同質化が進む過程をグローバリゼイションだと
考え，その際次の点をとくに指摘している。第１
に，グローバリゼイションのルールを作り，全プ
ロセスをリードするのは西側である，第２に，グ
ローバリゼイション自身が，普遍性（universal-
ization）と特殊性（particularization），単一化
と多様化，整合（integration）と破砕（fragmenta-
tion），集中（centralization）と分散（decentral-
ization），国際化（internationalization）と現地
化（nativism）が同時に進むプロセスである。
そのため，兪可平によれば，グローバリゼイシ
ョンは「それ自体合理的パラドクス」なのであ
る。
⑵ 論点② グローバリゼイションはどの領域
で進むか。
中国の政府も学界も，1990年代末まで経済の
グローバリゼイションだけを考察の対象にしてき
たと言ってよい。経済領域のグローバリゼイショ
ンは当面中国にとって利益があるが，政治領域，
文化領域でのグローバリゼイションは中国の
「体」＝コア・ヴァリュー （社会主義）にとって
好ましくないという事情からである。だが昨今で
は，政治領域，法律文化領域でのグローバリゼイ
ションが当然のこととして議論されるようになっ
た。リベラル派政治学者の劉軍寧は，「グローバ
リゼイションは政治領域では民主化と同義語とい
ってよい」，「民主政治とグローバルな価値の一体
化がグローバリゼイションである」とまでいう⑶。
もちろん，中国からすれば極端なこのような議論
は少数であるが。 また，とくに2001年末の
WTO加盟以後，グローバリゼイションの法律領
域への衝撃はきわめて大きく，活発な議論が進行
中である。この点は４．で詳しく述べたい。
⑶ 論点③ グローバリゼイションは中国にど
のような影響を与えるか。
中国当局は当初はかなり楽観的に， グローバ
リゼイションは外国資本の吸収，先進技術の学習，
経済協力の推進など中国にさまざまなチャンスを
提供すると考えていた。だが，1997年のアジア
通貨危機でグローバリゼイションのテンポと波及
領域について慎重になった。一歩遅れて，選択的
にグローバリゼイションに加わった方がよい，な
どの考えも出てきた。中国の経済的安全が脅威に
さらされるのではないか，国家主権が浸食される
のではないか，という懸念からである。
しかし，1997－98年の国際人権A規約（社会
権）および同Ｂ規約（政治的・市民的権利）の調
印，WTO加盟など，中国は全領域にわたるグロ
ーバリゼイション・プロセスに積極的に参与して
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いる。兪可平によれば，これは国内学者の絶対多
数の共通の声でもあり，「中国のような発展途上
国にとってグローバリゼイションに参与すること
は，望むとか望まないとかの問題ではなく，参与
の時期，方式をどのように選択するか，と言う問
題になっている」。
兪可平は結論的に，グローバリゼイションにつ
いての論議はいま始まったばかりだが，少なくと
もその中で，これまでの伝統的な「中対西」のパ
ラダイム，単純な資本主義対社会主義のパラダイ
ムが克服されてきている，ということだけは言え
る，としている。
⑷ グローバリゼイション議論の中国的特徴
筆者の観察では，中国のグローバリゼイション
議論をめぐって次の４点が指摘できると思う。
第１は，政府も学界も当初は経済領域に限定し
てグローバリゼイションを分析し，対応しようと
してきたが，その後，政治領域，文化領域におけ
るグローバリゼイションを想定して議論と対応が
行われてきている。
第２は，グローバリゼイションが国家を衰退さ
せるのかについての関心の強さである。論者によ
ってさまざまな立場があるが，全般的には，リベ
ラル派の国際政治学者＝時殷弘の次のような考え
方がほぼ大勢を占めているようである。
①グローバリゼイションと相互依存の深化は国
民国家の衰退をもたらすと同時に，ある場合，特
に対内的には国家の強化をもたらす。
②グローバリゼイションのプロセスは不均衡に
進む。そのため国家は次の３タイプに分化してい
く。◯ａヨーロッパにおけるようなポスト近代国家
の道。◯ｂ近代化さなかにある国はむしろグローバ
リゼイションのプロセスで国家性を強める。◯ｃ弱
く未成熟な国家はグローバリゼイションに浸食さ
れ国家能力をますます喪失し，「破綻国家」に向
かう場合もある⑷。
第３は，日本などと違い，反グローバリゼイシ
ョンの動きに強い関心を寄せている。たとえば，
中英主編の『全球化，反全球化与中国』（グロ
ーバリゼイション・反グローバリゼイションと中
国）（上海人民出版社，2002年）は，著名な国際
政治学者を動員して，先進国の一部，南の世界の
一部から出ている反グローバリゼイションの思潮
や抗議運動を分析し，その将来と影響に重大な関
心を払っている。これは，第三世界論や従属論に
近かったかつての中国の理論的立場やイデオロギ
ーを反映していよう。
第４は，グローバリゼイションが中国の理論界
に与えた最大の衝撃でもあるが，急進自由主義と
保守教条主義の両極対立（中国の理論界はつねに
そうだった）がなくなってきていることである。
兪可平がいうように，西洋か中華かの２項対立，
あるいは資本主義か社会主義かのイデオロギー対
立ではグローバリゼイションに対応できない。政
治領域でも，西側の民主か社会主義かという対抗
軸ではなく，いまや民主主義のあり方の問題，自
由民主主義か「良い統治」good governanceか，
あるいはアジア的民主主義かに関心が移ってきて
いる。その意味では，穏健派政治学者蕭功秦がい
うように，民主主義をめぐる議論は，ラディカル
な自由主義対教条主義という対抗的なものではな
くなり，民主主義は「日常化してきた」と言えよ
う⑸。
3. 新対外戦略
――第三世界から地域へのシフト
1990年代後半からのグローバリゼイションに
より中国は対外戦略を大きく変えつつある。すで
に述べたように，第16回党大会（2002年11月）
は「世界に打って出る」新対外経済戦略を打ち出
し，改革開放は第二段階に入った。対外戦略の変
化はまず，1997年，協調的安全保障を基礎と
する「新安全観」の出現で明らかになった。もう
１つの変化が，中国と接するいくつかの地域
（region）への接近と地域外交の展開である。
1980年代以来の中国は，外の世界に対して，
１つは２国間主義で，もう１つは国連を中心とし
た多国間主義の２つで対応してきたが，重点は２
国間にあった。かつて筆者は，「中国外交には周
辺はあっても，地域はない」と評してきた。だが
90年代後半からの北方（ロシア・中央アジア），
南方（インドおよび亜大陸），東南（東南アジア）
に対する積極的地域外交は目を見張るものがある。
しかも経済だけでなく，安全保障の領域まで地域
協力を進めており，経済的利益だけを考えた一時
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的戦術とは言えなくなっている。
1994年にASEAN地域フォーラム（ARF）に
しぶしぶ加わった中国だったが，その後はARF
との関係でも，そのメンバーとの２国間・多国間
関係でも，中国の積極的アプローチが目立つ。最
近の２つの動きがとくに注目される。
まず，逡巡する日本を尻目に，中国は2002年
11月に ASEANとの包括的自由貿易協定
（FTA）を結んだ。東南アジアでの中国の存在力
はこれでいっそう大きくなることは疑いないが，
その狙いは，①ともすれば不安定な東南アジア諸
国との間に広い意味で信頼醸成を作ること，②ア
ジア通貨危機を再現させないための地域経済協力
を進めること，そして③東南アジア諸国との経済
関係を強めて中国経済の持続的成長に役立てるこ
と，である。
次に安全保障面でのASEANとの協力である。
本年10月にバリ島で開かれたASEAN首脳会議
で，中国とインドが東南アジア友好協力条約
（Treaty of Amity and Cooperation in Southeast
 
Asia:TAC）に署名した。この条約はASEAN
第一回首脳会議（1976年）で採択されたもので，
東南アジアの政治・安全協力の原則をうたい，主
権・領土の相互保全，内政不干渉，紛争の平和的
解決と武力行使の放棄，などを定めている。要す
るに，中国は地域外交の推進で東南アジアとの安
定的および協力的関係を主動的に作ろうとしてい
るのである。
次に注目されるのは中央アジアである。中国の
地域外交は1996年にまずこの地域で始まった。
ソ連が崩壊し，イスラム原理主義運動が激しくな
ってからの中国の主な懸念は，中央アジア諸国の
不安定が西部国境を脅かすというものだった。ロ
シアおよび中央アジアと国境の画定と軍事力の削
減を進める一方，５カ国首脳会議を定例化，制度
化して，2001年中国・ロシア・カザフスタン，
キルギス，タジキスタン，ウズベキスタンの６カ
国で「上海協力機構」（Shanghai Cooperation
 
Organization，通称 Shanghai Six）を作り上げ
た。政治対話，エネルギーを中心とした経済協力，
そして反テロリズムがこの機構の主な機能である。
石油・天然ガスが豊かな中央アジアは中国にとっ
て重要な戦略的意味をもつ。温家宝首相は本年９
月の６カ国首脳会議で，この地域を自由貿易地帯
にすることを提案した。また，西部国境地域に多
数のムスリムを抱える中国にとって中央アジアと
の反テロ協力関係は不可欠である。2002年10月
にはキルギスと共同軍事演習をし，2003年８月
に中国を含む５カ国がカザフスタンで共同軍事演
習をしたが，中国が外国と軍事演習をするのは初
めてである。また2004年１月にはタシュケント
の反テロ常設機構が動き出す。注目されるのは，
これらの動きがすべて中国の強いイニシアティブ
によって進められていることである。
南方とは経済開放路線に転じたインドとの関係
修復が目立つ。本年６月パジュバイ・インド首相
が訪中した際発表された共同宣言は，紛争の平和
的解決，長期的な建設的パートナーシップをうた
い上げ，とくに国境問題の解決をめざす特別代表
の相互派遣，経済協力についてきめ細かい協議な
どを決めた⑹。アジアの大国である両国関係の修
復と深化は，今後アジア情勢に大きなインパクト
を与えよう。
現在の中国の地域外交の概念図を上に示してお
こう（図１）。筆者の観察では，中国は，グロー
バリゼイションの波はまず地域を襲う，と97年
のアジア通貨危機を受け止めた。グローバリゼイ
ションと国民国家の中間に緩衝地帯として地域を
設定することで，荒々しいグローバリゼイション
の破壊的インパクトを緩和したい，という考えの
ように思われる。
中国外交の地域へのシフトは南の世界に対する
第三世界外交の終焉を意味する。
上海国際問題研究所の兪新天所長の最新論文は，
従来の発展途上国政策とはっきり決別し，新たな
地域外交，先進国外交を展開すべきだと訴えてい
る⑺。兪新天は，中国はこれまで途上国に対して，
外交全体の基礎と位置づけ，第三世界を１つの総
図１ 中国と周辺地域
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体として平等原則で対応し，それに重要な戦略的
意味を付与してきたが，中国の経済発展，および
新興工業国，一般の途上国，最も遅れた国へとい
う第三世界の分化によって，いまや中国の主要協
力パートナーは，第１に先進国，次に新興工業地
域である，とする。彼女の論点は次の３つに整理
できる。
①中国の対外戦略において発展途上国の重要性
は低下した。現に16回党大会の胡錦涛報告は，
まず先進国との関係改善，次に隣接国との協力関
係を述べ，第三世界は最後に触れている。
②途上国の戦略的重要性は依然あるが，地域経
済一体化の面での重要性の方が大きい。
③途上国はすでに１つの総体ではなくなってお
り，個別に対応すべきである。具体的には，大国
（インド，ブラジルなど），地理的な隣接国，資源
など中国にとって戦略的重要性をもつ国，などに
優先順位をつけるべきである。
その結果，最後に兪新天は，グローバリゼイシ
ョンの中で主権の概念も変わりつつあるとして，
中国の50年来の原則――平和共存５原則の再検
討すら提言している。
いまや中国は第三世界論，そして第三世界その
ものから決別しようとしている。グローバリゼイ
ションで第三世界の分化が進んでいることがその
背景にある。ある論者は，グローバリゼイション
が第三世界の一部の周縁化をもたらしていると論
じ，かつて１つだった第三世界は，まったく周縁
に追いやられた第一周縁（多くのアフリカ諸国），
経済発展はしているが地域化が未熟な第二周縁
（多くのアジア諸国），そして地域経済化と民主化
で総合力がまさる第三周縁（ラテンアメリカ諸
国）の３層構造になった，と分析する［図２参
照］⑻。
4. グローバリゼイションと法律界
非経済分野でグローバリゼイションの影響をも
っとも深く受けるのがまず法律の世界である。と
くにWTO加盟は中国の経済にかかわる国内制
度，法律を直撃しつつある。また，政治グローバ
リゼイションである人権，民主主義は共産党一党
支配下の中国の権威主義体制を直撃する。しかも
中国は1997年と98年に人権に関する国際規約
A（社会および文化的権利について），および同
規約Ｂ（公民の権利と政治的権利について）に調
印した。国際人権規約Aについてはすでに2001
年２月に全国人民代表大会常務委員会が批准して
いる。規約Bも現在審議中で，まもなく，保留
もしくは解釈宣言付きで批准される見通しだとい
う。
こうした状況を反映して，現在法律界は大変活
気づいている。法曹界のほとんどすべてが，
WTO加盟が中国の法律・法規・政策調整の一番
の推進力になると考え，いま西側の法体系の学習
に懸命に取り組んでいる。だが，その学習は容易
ではない。というのは，中国の法体系には伝統と
社会主義の影響が濃厚に残っており，また法を執
行する部門の法意識の欠如が深刻だからである。
ある法律学者は，そのためには，権力に対する制
限，権利としての法の観念という２つの面で重大
な突破がなければならない，とする⑼。
さて，国際人権レジームに中国はなぜ加わろう
とするのか。また，国内法との摩擦や衝突をどの
ように克服しようとしているのか。人権規約Ａを
批准したとき中国政府は，労働組合の結成，加入
の権利をうたった第８条第１款甲については，
「憲法および労働組合法，労働法の関連規定にも
とづいて処理する」という宣言を付した。周知の
ように中国では，全国総工会およびその下部組織
しか労働組合として認められておらず，自主的な
組織は禁じられている。ある法律学者は，国内法
とのギャップが大きすぎるので，「理論的には人
図２ グローバリゼイションと中心・周縁
(注) 朱新光論文より作成
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権規約Ａの批准は時期尚早だった」とさえ言う?。
自由権をさだめた人権規約Ｂについては問題は
もっと深刻である。国内法を徐々に整備し，慎重
に対応するよう法律学者からの意見書も出ている。
中国法学会などは2002年４月，「人権規約Bの
批准と実施に関する意見書」を提出し，第19条
（表現の自由）については「憲法の範囲内で実施
する」，第22条（結社の自由）については「憲法
および労働組合法に照らして実施する」という保
留，もしくは解釈宣言を付けて批准するよう提案
している?。
だが，かなりラディカルな意見も出てきた。国
家行政学院（国家公務員の再教育機関）の憲法学
者・杜鋼建は，「国際人権規約は国際憲法の構成
部分であり，グローバル時代に一国の憲法や法律
に優位する」という立場から，人権規約に加入す
る以上，中国の法体系の全面的見直しが必要だと
訴える。具体的には，人権規約に定める「思想の
自由」については中国の現行憲法に特段の規定が
なく，しかも前文が「４つの基本原則」を規定し，
マルクス・レーニン主義，毛沢東思想などの堅持
を国民の義務にしている以上，前文の変更が必要
だと説く。また，現行憲法は表現および結社の自
由を規定してはいるが，前文・本文にはそれと矛
盾する文言があるし，新たな政党の合法的産生を
実際には認めていない。したがって，杜鋼建は，
ストライキ・デモ・出版・言論・新聞・移動の自
由でも国際人権規約からの挑戦を受け，憲法・法
律の改正の問題が出てくる，という。また，人権
訴訟の保障メカニズムも中国憲法では規定されて
おらず，違憲司法審査制度も中国ではまだないか
ら，国際人権規約への参入後，こうした制度をで
きるだけ早く作らなければならない，と杜鋼建は
主張する?。
一党支配が続き，とくに表現および結社の自由
がきびしく侵害されている現在の中国では，この
ような主張は当然，重大な政治改革につながる。
現に，WTO加盟，国際人権規約の調印と批准を
契機に憲法改正の主張がさかんになった。2002
年12月４日，現行憲法公布20周年の集会で胡錦
涛総書記が，適宜に法の手続きに従って憲法の一
部の規定について必要な修正と補充をする，と言
明して以来，改憲が公然と議論されているのであ
る。憲法改正論議が事前に，しかも公開で行われ
たことはこれまでになく，きわめて異例の動きで
ある。
2003年６月に開かれた「中国憲政フォーラム」
では，改革派学者が憲法改正を論じ，中共中央政
治局，全国人民代表大会常務委員会，中共中央憲
法改正指導グループなどに，１年内の計画，５年
中期目標，10年の長期計画方案を提案した。次
の諸点がホットイシューになったという。
①私的財産権を憲法でどのように保障するか，
②公民の「知る権利」，情報の公開をどのように
保障するか，③国際人権規約に接合させるために，
結社の自由，ストライキの自由，普通選挙，宗教
活動の自由，移動の自由などをどのように現行の
法体系に入れるか。
また，国体と国名の変更，すべてのレベルでの
直接選挙，中国共産党の支配下にある軍隊の国家
化，憲法裁判所の新設など，政治制度の根幹にか
かわる改革提案も出されたという?。
WTO加盟はこれまで国家の強い統制下にあっ
た出版業の自由化につながり，外資の中国出版へ
の参画がすでに始まっている。中国が国際人権規
約に加盟しようとするのはなによりも自身の国際
的イメージの向上を狙ってのことだろう。これら
の「グローバリゼイション」がいま中国政治社会
の深層にまで及びつつある。グローバリゼイショ
ンの高波にもまれて中国がいつまで固い権威主義
体制を保っていられるか，大変興味深いところで
ある。
5. お わ り に
本稿では触れられなかったが，おそらくグロー
バリゼイションが中国にもたらすマイナス・イン
パクトのうち最大のものが「南北格差」の拡大で
あろう。地勢的には，内陸部と沿岸部，つまり東
西の格差である。さまざまなデータが，この10
年中国では「南北」の経済格差がいっそう広がっ
ていることを示している。とくに深刻なのは，教
育，情報などの文化格差である。文化格差は人材
格差につながり，格差の影響は深層および長期に
及ぶ。グローバリゼイションの嵐のなかで中国は
早稻田政治經濟學 誌 No.354，2004，14-20
自らの中に膨大な「南の世界」――先の朱新光の
言い方を借りれば「第一周縁」――を抱え込むこ
とになる。
以上のように，いま中国を襲いつつあるグロー
バリゼイションは中国を変容させる最大の動力と
なろう。では中国はどのように変わるのか？
ひるがえって，20世紀中国は，第１次革命
（1911年の共和制革命），第２次革命（1949年の
民族主義革命），第３次革命（1978年の「工業化
革命」）と３回の「革命」を経験してきた。21世
紀のグローバリゼイションの中で中国が迎える大
変動が「民主主義」の第４次革命になるのか，あ
るいは再び「動乱」になるのか，誰にも分からな
い。ただ１つ確かなのは，グローバリゼイション
がそれほどのインパクトをもっている，という否
定しがたい事実である。
本稿は，パリ国立政治学院と早稲田大学の日仏コロック
Globalization, State and Community――Asian Per-
spectives（2003年９月29日～30日，早稲田大学）にお
ける報告「中国とグローバリゼイション」に加筆したもの
である。
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